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　本稿は、アメリカ大統領府と市民が電子記録の管理について争った訴訟（1989年提訴）
を扱ったBearman, David, ‘The Implications of Armstrong vs. Executive of the President 





　In this paper, the authors examine archival issues raised in a lawsuit filed in 1989 by 
U.S. citizens arguing for the preservation of federal and presidential electronic records. 
Based on our close reading of David Bearman’s paper, “The Implications of Armstrong 
vs. Executive of the President for the Archival Management of Electronic Records,” The 
American Archivist, Vol. 56, No. 4, 1993, pp. 674‒689, we first present an overview and 
the legal background of the case. After reviewing the archival issues pointed out by 
Bearman, we briefly compare them with a similar case in Japan, focusing on the 
changes in the concept of records and the duties of the Archivist.
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1――Bearman, David, ‘The Implications of Armstrong vs. Executive of the President for the Archival 
Management of Electronic Records’, The American Archivist, Vol.56, No.4, 1993, pp.674-689. https://doi.




2 本の論文, ‘Nixon’s Legal Legacy： White House Papers and the Constitution’, The American Archivist, 
Vol.56, No.4, 1993, pp.583-613, https://doi.org/10.17723/aarc.56.4.u1477nx442401lv2、及び ‘Presidential 
Materials： Politics and the Presidential Records Act’, The American Archivist, Vol. 66, No.1, 2003, pp.102-
138, https://doi.org/10.17723/aarc.66.1.8v8063806411716t（いずれも2018.11.30確認）などがあり、大統領記
録へのアクセスの問題を詳細に論じている。
4――大阪地裁平成28（2016）年 9 月 9 日判決、平成26（2014年（行ウ）286号　非公開決定処分取消等請求事件。
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（1） 情報自由法（Freedom of Information Act、以下、FOIA）にもとづき、大統領府
PROFS内のすべての電子記録を開示するよう求めた。
（2） コロンビア特別区連邦地方裁判所（以下、地裁）に対し、PROFS内の電子情報の一

















（上・下）『法律時報』74巻第 2 、 3 号（2002年 2 月、 3 月号）にくわしい。
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10――富井幸雄「アメリカ連邦政府の文書管理と司法統制」（上） 『法律時報』74巻第 3 号、2002.3、p.93
表 1 ──連邦記録及び大統領記録に関連する法律一覧
成立年 法律名 法律番号
1934 国立公文書館法（National Archives Act） ①
1943 記録処分法（Disposal of Records Act） ②
1950 連邦記録法（Federal Records Act, FRA） ③
1955 大統領図書館法（Presidential Libraries Act） ④
1966 情報自由法（Freedom of Information Act, FOIA） ⑤
1970 政府記録処分修正法（Government Records Disposal Amendments） ⑥
1976 連邦記録管理修正法（Federal Records Management Amendments） ⑦
1978 大統領記録法（Presidential Records Act, PRA） ⑧
1984 国立公文書館・記録管理庁法（National Archives and Records Administration Act） ⑨
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参照判例 裁判所 主たる論点 裁判所の判断
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判決日 1993年 8 月13日 Armstrong v. Executive Office of 
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判決日 1995年 2 月24日 Armstrong v. Executive Office of 
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12――36CFR Parts 1220, 1222, 1228 and 1234．Federal Register Vol.60, No.166, August 28, 1995.
13――NARA, ‘About ERA’, https://www.archives.gov/era/about　（2018.09.28確認）



























15――OMB and NARA, ‘Memorandum for the Heads of Executive Departments and Agencies and 
Independent Agencies’, 2012. https://www.archives.gov/files/records-mgmt/m-12-18.pdf　（2018.09.28確
認）









詳細はBearman, David, ‘Office of the Secretary： Evaluation of Email Records Management and 
Cybersecurity Requirements, ESP-16-03’, The American Archivist, Vol. 80, No. 2, 2017, pp. 459-462. 
https://doi.org/10.17723/0360-9081-80.2.459（2018．09．28確認）を参照のこと。
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27――Millar, Laura, ‘On the crest of a wave： transforming the archival future’, Archives and Manuscripts, 





示しているように思われる。Smith, Nancy Kegan and Gary Stern, ‘A Historical Review of Access to 
Records in Presidential Libraries’, The Public History, Vol 28. No.3, 2006, p.116, 筆者プロフィール参照。
http://www.jstor.org/stable/10.1525/tph.2006.28.3.79　（2018.09.28確認）
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5　おわりに―記録を守るのは「アーキビストだ」と言うために
　ここまで、ベアマン論文を手がかりとして、技術革新に伴う変化がもたらす「記録」認
識のずれと、そうした時代にアーキビストが担うべき役割と責務について、1990年代のア
メリカと、2010年代の日本とを比較しつつ論じてきた。時代や国の違いはあるが、 2つの
事例がアーキビストに提示した論点を、次のようにとらえ直すことで、本稿のまとめとし
たい。
　アームストロング事件が起きた1990年前後に、デジタル技術が一般に普及しはじめ、仕
事や業務のあり方、コミュニケーション、そして記録の作成および管理を大きく変えた。
アームストロング事件の検討から見えてきたのは、こうした技術的・社会的な変化が、記
録やアーカイブズの長期保存を困難にするだけではなく、そもそも記録をめぐる人々の認
識にも様々なずれや揺らぎをもたらすことである。残念ながら、どのような状況でどのよ
うな揺らぎが生じるかを詳細に論じることはできなかった。しかし少なくとも 2つの事例
から、当然であるが、行政職員が何を記録と考えるかは（もちろん法解釈の範囲内で）、
旧来の技術環境で行なっていた業務や作成・管理していた記録のイメージにある程度規定
されることがうかがえた。紙に印刷してファイルしたものが記録である、あるいは共用空
間に保存したものが公文書であるといった考え方の根底には、紙の時代の「儀礼」が見え
隠れするからである。一方、市民側は、開示請求できる記録とは何かを、法律を踏まえつ
つ、行政と市民との関係性において柔軟に解釈していた。ただし、そうした差異は、単に
開示請求する側とされる側という立場の違いにもとづくものかもしれず、さらなる検討が
必要と思われる。
　しかし記録認識のずれや揺らぎは、電子記録にとって命取りになりかねない。アームス
トロング事件が明らかにしたのは、そうした揺らぎが生じる時代に、記録の定義を記録作
成の現場に委ねてはならないということだった。だからこそ、現在のNARA長官のように、
アーキビストが記録を定義する権限と責任を持たなければならない。それによりアーキビ
ストは、急速な技術革新の行く先を見すえながら、組織や社会にとって重要となる記録が
確実に作成・管理・保存されるシステムを構築するという職務を、より効果的に遂行でき
るようになるからだ。
　そのようにして記録を守るのがアーキビストの責務である。それを果たすために必要な
法的な支えが、日本の現状に欠けているのであれば、ベアマンの言うように議会に働きか
け、少しでも状況を変えていく努力をしなければならないだろう。そうした努力をするこ
ともまた、アーキビストが果たすべき役割の 1つだからである。
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